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研究要旨 
新型コロナウイルス感染症の流行と今後の新興感染症に備えるために、地方衛生研究所にお

ける新型コロナウイルス感染症の対応に際しての課題を明らかにし、今後の感染症危機対応の強

化につなげる事を目的とする。 
2020 年 1 月 1 日から 2022 年 2 月 5 日までに、川崎市健康安全研究所感染症情報センター

に連絡のあった延べ 513 件の問い合わせや調査依頼等について、支援内容と対象施設に分け

て整理し、新型コロナウイルス感染症の流行に対してどのような支援が必要であったか、流行の時

期別にどのような支援を実施したかを解析した。 
支援内容は、現地調査等を含むクラスター対応 43%、医学的・疫学的知見 26%、個別の事

例相談 22%が全体の 91%を占めた。クラスター対応の対象は医療機関 24%、高齢者施設等

20%、支援施設等 16%が多くを占め、現地調査もしくは会議が必要であったのは 19%で、医

療機関が最多であった。対象施設は、市外を含めた行政機関が 52%、医療機関が 19%、次い

で高齢者施設等 9%、児童福祉施設等 7%、支援施設 7%であった。市内の行政機関の支援内

容は、事例相談 42%、医学的・疫学的知見 34%及びクラスター対応 15%が全体の 91%を占め

た。 
対応事例数は新型コロナウイルス感染症の流行時期に一致して増減を繰り返した。クラ

スター対応は流行期に増加し、事例相談は 2020 年 7 月の第 2波で特に多かった。医学的・

疫学的知見は、2020 年 3 月から 7 月と 2021 年 5 月から 8 月に多く、詳細が不明で検査体

制の不十分な時期や、変異株出現時期などと一致していると考えられた。2021 年 4 月以降

は研修会等の依頼も多くなり、一定の時期には知見や情報の共有が求められていることが

わかった。行政機関からの依頼は流行に伴う増減はあったものの、継続的な支援が必要で

あった。高齢者施設等からの依頼は 2020 年 5 月及び 2020 年 12 月から 2021 年 2 月に多

く、大きな流行に伴うクラスター対応が必要であった時期に一致していたが、2020 年 4 月

以降は急速に減少しており、ワクチン接種の開始と関連があることが示唆された。逆に

2021 年 7 月以降は児童福祉施設等への支援が増加し、これらは小児の感染者数が増加しつ

つあった時期と一致し、新型コロナウイルス感染症の疫学とも関連すると考えられた。 
問い合わせのあった医学的・疫学的知見の中には、再感染や再発の判断、検査結果の解

釈、免疫不全者の対応、変異株、治療薬、ワクチン誤接種時の対応など医療的な内容も多

く、行政機関の中にも専門的な知識と情報を収集し還元できるシンクタンクの働きも必要

であると考えられた。 



 

 

Ａ．研究目的 
 新型コロナウイルス感染症の流行と今後の新興感

染症に備えるために、地方衛生研究所（地衛研）の

一つである川崎市健康安全研究所において、特に感

染症情報センターの役割、情報収集、解析、情報発

信、クラスター対策への貢献など疫学調査機能、の

3 点について調査し、新型コロナウイルス感染症の

対応における課題を明らかにして、今後の感染症危

機対応の強化につなげる事を目的とする。 
 

Ｂ．研究方法 
 新型コロナウイルス感染症に対する地衛研の対応

のうち、川崎市健康安全研究所においては、特に会

議等、専門的知識の提供、疫学調査支援、検査デー

タの提供、情報発信の状況、課題について情報収集、

整理を行った。 
 2020 年 1 月 1日から 2022 年 2 月 5日までに、川

崎市健康安全研究所感染症情報センターに連絡のあ

った延べ 513 件の問い合わせや調査依頼等の事例に

ついて、支援の内容と対象施設に分けて整理し、新

型コロナウイルス感染症の流行に対してどのような

支援が必要であったか、流行の時期別にどのような

支援を実施したかを解析した。さらに、院内クラス

ター対応や医学的・疫学的知見については、具体的

な内容やポイントをまとめた。 
 

（倫理面への配慮） 
 地衛研を含む自治体の対応をまとめたものであり、個

人が特定されることはない。 
 研究計画の内容等は企業又は団体と直接の関係は

なく、開示すべき利益相反はない。 
 

Ｃ．研究結果 
 延べ 513 件の事例に関する支援内容の内訳は、現

地調査等を含むクラスター対応が延べ 220 件（43%）

と最多で、次いで医学的・疫学的知見が延べ 130 件

（26%）、個別の事例相談が延べ 110件（22%）であり、

これらの内容だけで全体の 90%を占めた（図 1）。 

  

クラスター対応延べ 220 件のうち多くを占めたの

は、医療機関52件（24%）、高齢者施設等45件（20%）、

支援施設等 36 件（16%）であった。220 件中 42 件

（19%）は現地調査もしくは会議が必要で、このう

ち医療機関が 35 件と最多であった。医療機関は他

の施設と異なり、院内クラスター対応に関するある

程度のスキルが必要であると考えられた。複数の医

療機関でのクラスター対応から、共通して必要であ

った項目について表にまとめた。 

 
 対象施設の内訳は、市内の行政機関が延べ 250 件

（49%）とほぼ半数であった（図 1）。 

市外を含めると行政機関が 52%、医療機関が 19%、次

いで高齢者施設等 9%、児童福祉施設等 7%、支援施設

7%であった。市内の行政機関の支援内容は、事例相

談 106件（42%）、医学的・疫学的知見 84件（34%）

及びクラスター対応 37 件（15%）が 91%を占めてい
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図1 支援等の内訳 （延べ513件）

表 新型コロナウイルス感染症院内クラスター発生時の対応

p医療機関の規模を把握

p感染源を特定

院内感染か、持ち込みか、紛れ込みか

患者及び接触者の行動歴確認、何らかのイベントがあったか

初発患者からの拡大の可能性の有無

p感染対策の実施

院内の感染対策及び隔離の状況を確認（病室・病棟への出入りは必要最小限に）

感染対策の基本を再徹底

ゾーニングの徹底

状況に合わせて応援体制を整備、入退院の一時停止や病棟閉鎖を検討

退院患者のリストアップ（市中への拡大防止）

p重症者の有無を常に確認

免疫不全者などハイリスク者の有無を把握

感受性者の抽出（ワクチン接種歴を把握）

p発生状況の一覧作成

診断に至る経緯、確定検査法、経過の確認（ラインリスト・ガントチャート作成）→流行曲線作成

p仮説の作成（流行の状況）

p対策会議の実施、情報共有、情報公開

初回の会議は可能な限り早期に！

物品の調達（検査試薬、PPE等）

報道対応・ホームページ等を利用した公表を検討

p結果 終息をどう考えるか→いかにして終息に至ったか

p今後の課題とその対応

次のクラスターを起こさないために



 

 

た。個々の事例の細かい対応に苦慮しており、対応

の際には医学的あるいは疫学的なエビデンスが求め

られていることがわかった。 
 対応事例数は、新型コロナウイルス感染症の流行

時期と一致して増減したが、患者報告数の推移とは

必ずしも一致しなかった（図 2）。クラスター対応は

流行期には増加したが、事例相談は 2020 年 7 月の第

2 波で特に多かった。医学的・疫学的知見について

は、2020 年 3 月から 7 月と 2021 年 5 月から 8 月に

多く、詳細が不明で検査体制の不十分な時期や、変

異株出現時期などと一致していると考えられた。

2021 年 4 月以降は研修会等の依頼も多くなり、一定

の時期には知見や情報の共有が求められていること

がわかった。 

 

 対象施設の推移では、行政機関は流行に伴う増減

はあったものの、継続的に支援が必要であると考え

られた（図 3）。高齢者施設等は、2020 年 5 月及び

2020 年 12 月から 2021 年 2 月に多く、大きな流行に

伴う高齢者施設等でのクラスター対応が必要であっ

た時期に一致していた。2020 年 4 月以降は高齢者施

設等の支援は急速に減少しており、ワクチン接種の

開始と関連があることが示唆された。逆に 2021 年 7

月以降は児童福祉施設等への支援が増加し、これら

は小児の感染者数が増加しつつあった時期と一致し、

新型コロナウイルス感染症の疫学とも関連すると考

えられた。2021 年 8 月に支援施設の延べ事例が増加

したが、感染対策の困難な自立支援センターでのク

ラスターが発生し、対応に多くの時間を要したこと

が原因であったと考えられる。 

 
 問い合わせのあった医学的・疫学的知見の大まか

な項目は以下の通りであった。 
Ø 診療体制 
Ø 濃厚接触者の対応、健康観察のポイント 
Ø クラスター発生時の対応 
Ø 再感染、再発 
Ø 検査体制、各種検査方法等、結果の解釈 
Ø 重症化のリスク因子、免疫不全者の対応 
Ø 変異株 
Ø 治療薬 
Ø PPE 関連、防塵マスク使用 
Ø マニュアル、ガイドライン関連 
Ø 各種基準 
Ø ワクチン、誤接種・針刺し事故等発生時の対応 
Ø 乳児健診 
 問い合わせの中には、再感染や再発の判断、検査

結果の解釈、免疫不全者の対応、変異株、治療薬、ワ

クチン誤接種時の対応など医療的な内容も多く、行

政機関の中にも専門的な知識と情報を収集し還元で

きるシンクタンクの働きも必要であると考えられた。 
 

Ｅ．結論 
 新興感染症である新型コロナウイルス感染症の流

行時期に、地衛研における現状と課題を整理し正確

に把握することは、有効な対策を検討することに繋

がる。また、所有する知見を施策に活かすための調査

研究を実施することで、エビデンスに基づく対応を行うこ

とが可能となり、今後のさらなる体制強化に繋げるこ

とができる。 
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図2 連携会議、専門的知識の提供、疫学調査支援
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